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【事前の情報提供】令和２年度の私立大学等研究設備整備費等補助金 

及び私立学校施設整備費補助金について 

 

  このことについて、文部科学省から令和２年度の補助金に関する注意点・変更点として、事前情報

の提供がありました。 

 つきましては、下記事項について、各専修学校へ周知いただきますようお願いいたします。 

 

記 

 

１．補助対象について 

  専修学校施設（構造体）の耐震化（以下「耐震対策」という。）を早急に進める観点から、令和元年

度当初予算の成立に伴う私立大学等研究設備整備費等補助金及び私立学校施設整備費補助金

の募集については、耐震対策が完了している、又は計画等において耐震対策の完了の目途が立

っている学校を対象とする（非構造部材の耐震対策、アスベスト対策及びブロック塀等の安全対策

事業については生徒の安全確保の観点から、申請時点において耐震対策が完了している、又は

計画等において耐震対策の完了の目途が立っていなくとも、必要に応じて補助対象とする。）ことと

していたところです。 

  

  令和２年度当初予算の成立に伴う私立大学等研究設備整備費等補助金及び私立学校施設整備

費補助金の募集についても、令和元年度募集と同様に、耐震対策が完了している、又は計画等に

おいて耐震対策の完了の目途が立っている学校を対象とする予定です。 

  

２．下限額について 

  私立大学等研究設備整備費等補助金に係る下限額については、令和元年度が専門課程・高等

課程共に「２５０万円」であったところ、令和２年度については、両課程共に「５００万円」となる見込み

となっております。 

 また、私立学校施設整備費補助に係る下限額については、以下の事業において下限額が変更と

なる見込みです。 

 ・バリアフリー推進事業  

Ｒ元年度：１５０万円 ⇒ Ｒ２年度：  ３００万円 （専門課程・高等課程共に） 

 ・学校施設耐震化事業（耐震改修） 

  Ｒ元年度：４００万円 ⇒ Ｒ２年度：１，０００万円 （専門課程のみ。高等課程は４００万円） 

  ・防災機能強化事業（非構造部材等） 

 Ｒ元年度：制限なし  ⇒ Ｒ２年度：  ３００万円 （専門課程のみ。高等課程は制限なし） 


